様式第１号（単体用）
年　　月　　日

山形県知事　殿

住　　　所

商号又は名称

代表者氏名　　　　　　　　　　　　

一般競争入札（条件付）参加資格確認申請書

　○年○月○日付けで公告のありました下記の工事に係る入札参加資格について確認されたく、下記の書類を添えて申請します。

　なお、公告された資格を有すること並びに添付書類の内容については事実と相違ないことを誓約します。

記
１　工 事 名

２　添付書類
(1) 施工実績を記載した書面（様式第２号「同種工事の施工実績」）

(2) 施工実績とする工事に係る以下の書類

①ＣＯＲＩＮＳ登録工事における工事カルテ又は工事請負契約書の写し

　記載内容により同種・類似工事の施工実績が確認できない場合は、工事概要等を確認できる仕様書等の写しを添付すること。

②協定書の写し（共同企業体受注工事の場合のみ）

③工事成績評定通知書の写し

(3) 配置予定の技術者の資格等を記載した書面（様式第３号の２「主任（監理）技術者の資格・工事経験」）

　配置予定の技術者の「工事経験の概要」における「従事役職」は、現場代理人又は主任技術者若しくは監理技術者の職名を記載すること。

(4) (3)の技術者の国家資格者証又は監理技術者資格者証の写し及び監理技術者講習修了履歴が確認できる書面
(5) (3)の技術者の経験工事に係る以下の書類

①ＣＯＲＩＮＳ登録工事における工事カルテ又は工事請負契約書の写し

　記載内容により同種・類似工事の施工実績が確認できない場合は、工事概要等を確認できる仕様書等の写しを添付すること。

②協定書の写し（共同企業体受注工事の場合のみ）

③工事成績評定通知書の写し

(6) 工事成績評定点の一定以上の工事実績があることを参加資格とする場合は、工事成績評定通知書の写し

(7) 総合評定値通知書の写し（本申請の提出期限前１年７月以内であり、かつ、直近のものに限る。）

(8) 健康保険、厚生年金保険及び雇用保険に係る直近の被保険者標準報酬月額決定通知書又は保険料領収済額通知書若しくは領収証書の写し

　(7)の総合評定値通知書により健康保険及び厚生年金保険に加入していることが確認できる場合又は個人事業主でかつ従業員が４人以下等により適用が除外される場合は提出を要しない。

(9) 指定技術者等配置計画書
様式第１号（特定共同企業体用）
年　　月　　日

山形県知事　殿








共同企業体

住　　　所

商号又は名称

代表者氏名　　　　　　　　　　　

住　　　所

商号又は名称

代表者氏名　　　　　　　　　　　

住　　　所

商号又は名称

代表者氏名　　　　　　　　　　　

一般競争入札（条件付）参加資格確認申請書
　○年○月○日付けで公告のありました下記の工事に係る入札参加資格について確認されたく、下記の書類を添えて申請します。

　なお、公告された資格を有すること並びに添付書類の内容については事実と相違ないことを誓約します。
記

１　工 事 名

２　添付書類
(1) 施工実績を記載した書面（様式第２号「同種工事の施工実績」）

(2) 施工実績とする工事に係る以下の書類

①ＣＯＲＩＮＳ登録工事における工事カルテ又は工事請負契約書の写し

　記載内容により同種・類似工事の施工実績が確認できない場合は、工事概要等を確認できる仕様書等の写しを添付すること。

②協定書の写し（共同企業体受注工事の場合のみ）

③工事成績評定通知書の写し

(3) 配置予定の技術者の資格等を記載した書面（様式第３号の２「主任（監理）技術者の資格・工事経験」）

　配置予定の技術者の「工事経験の概要」における「従事役職」は、現場代理人又は主任技術者若しくは監理技術者の職名を記載すること。

(4) (3)の技術者の国家資格者証又は監理技術者資格者証の写し及び監理技術者講習修了履歴が確認できる書面

(5) (3)の技術者の経験工事に係る以下の書類

①ＣＯＲＩＮＳ登録工事における工事カルテ又は工事請負契約書の写し

　記載内容により同種・類似工事の施工実績が確認できない場合は、工事概要等を確認できる仕様書等の写しを添付すること。

②協定書の写し（共同企業体受注工事の場合のみ）

③工事成績評定通知書の写し

(6) 工事成績評定点の一定以上の工事実績があることを参加資格とする場合は、工事成績評定通知書の写し

(7) 総合評定値通知書の写し（本申請の提出期限前１年７月以内であり、かつ、直近のものに限る。）

(8) 健康保険、厚生年金保険及び雇用保険に係る直近の被保険者標準報酬月額決定通知書又は保険料領収済額通知書若しくは領収証書の写し

　(7)の総合評定値通知書により健康保険及び厚生年金保険に加入していることが確認できる場合又は個人事業主でかつ従業員が４人以下等により適用が除外される場合は提出を要しない。

(9) 指定技術者等配置計画書

(10)共同企業体協定書

(11)委任状

